
第 37回 恵那市都市計画審議会 次第 

 

日時：令和７年６月 30日（月） 

午前 10時 30分～ 

場所：恵那市役所西庁舎４階  

４Ａ会議室 

 

１．開会 

 

２．委員の任用 

 

３．あいさつ 

 

４．会議の成立 

 

５．報告事項 

・現在のまちづくりの進捗状況について 

・用途地域等の見直し方針の策定について 

・地区計画の案の作成手続に関する条例の策定について 

・今後の予定について 

 

６．その他 

 

７．閉会 



選出区分 氏名 所属 備考

１号委員 磯　部　　友　彦 中部大学工学部 教授

１号委員 竹　中　　道　明 恵那商工会議所 副会頭

１号委員 小　板　　宏　正 恵那市農業委員会 代表

１号委員 柘　植　　恒　雄 恵那市地域自治区 代表

１号委員 山　田　　敬　志 岐阜県建築士会 東濃支部

２号委員 渡　辺　　武　彦 恵那市議会議員 新規

２号委員 猿　渡　　南　江 恵那市議会議員 欠席

２号委員 西　尾　　努 恵那市議会議員 欠席

２号委員 千　藤　　安　雄 恵那市議会議員

２号委員 鵜　飼　　伸　幸 恵那市議会議員 新規

３号委員 石　井　　伸　吾 岐阜県恵那土木事務所長

３号委員 坪　井　弥 栄 子 男女共同参画プラン推進委員会 代表

恵那市都市計画審議会　委員名簿
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恵 那 市 立 地 適 正 化 計 画  【 概 要 版 】  
 

１． 立地適正化計画策定の背景と意義 

 

 

 

 

２． 計画期間 
 
 
 
 
 
 

３． 恵那市の現状及び課題 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４． 防災上の課題と取組み（防災指針） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

 
 

 

恵那市（以下、「本市」という。）は、木曽川や恵那峡などの水辺空間、農地や森林が織りなす美しい景観が魅
力ですが、人口減少が進行しており、市街地の低密度化や郊外への拡散が進むと、公共インフラの維持や生活サ
ービスの維持が困難になることが懸念され、空き家の増加や、公共交通の利便性低下も課題となっています。こ
れらの課題に対応するため、移住・定住促進と同時に、人口減少・高齢化に対応した持続可能なまちづくりが求
められています。 

本市では、立地適正化計画を策定し、公共交通の維持・活性化、地域資源の活用、災害に強いまちづくりを推
進し、恵那市が今後も住みやすく魅力的な都市であり続けることを目指します。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【G】 

【B】 

【A】 

【D】 

【C】 

【E】 

【F】 

【Ｂ】ＪＲ恵那駅北部地区 
・土砂災害からの防災、減災対

策が課題。 

【Ｅ】市街地北部地区 
・近年、夜間人口が増加してい

る地区であり、土砂災害から
の防災、減災対策が課題。 

【Ａ】ＪＲ恵那駅南部地区 
・都市機能、住居が多く、人口

が集中する地区であり、一部
が永田川、田違川の洪水浸水
区域に含まれる。洪水浸水か
らの防災、減災対策が課題。 

【Ｃ】阿木川東部地区 
・阿木川及び横町川の洪水浸水区域

に住居が多く、避難所、要配慮者
施設も区域に含まれる。洪水浸水
からの防災、減災対策が課題。 

【Ｄ】市街地南部地区 
・夜間人口が多い地区であり、

土砂災害からの防災、減災対
策が課題。 

防災上の課題 

関連計画の計画期間や施策の進捗なども踏まえ、概ね５年ごとに評価検証を行い、必要に応じて計画の見直し
を図ります。 

令和 7(2025)年度 令和 27(2045)年 評価検証 評価検証 評価検証 
５年 ５年 ５年 ５年 

59,283 58,044 58,107 57,274
55,761

53,718
51,073

47,774

43,758
40,511

37,396
34,376

31,436
28,611

12,617
10,906

9,579 8,654 7,745 7,052

6,364 5,499 4,483 3,589 3,077 2,862 2,629 2,354

38,464 37,426 36,655
35,108

33,220
31,020

28,033
25,118

22,654
20,853

18,860
16,388

14,292
12,613

8,202
9,712

11,873
13,451 14,681 15,542 16,620 16,856 16,621

16,069 15,459 15,126

14,515
13,644

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

S60

(1985)

H2

(1990)

H7

(1995)

H12

(2000)

H17

(2005)

H22

(2010)

H27

(2015)

R2

(2020)

R7

(2025)

R12

(2030)

R17

(2035)

R22

(2040)

R27

(2045)

R32

(2050)

総人口 年少人口(15歳未満) 生産年齢人口( 15～64歳) 老年人口(65歳以上)

推計値 

 【高齢化率】 
47.7%  【高齢化率】 

32.6% 

国勢調査による恵那市の人口は、平成７
(1995)年以降、減少が続いており、令和
2(2020)年は 47,774 人となっています。 

国立社会保障・人口問題研究所（社人
研）による恵那市の将来人口は、65 歳以上
の人口は令和２(2020)年にピークを迎え、
その後、微減していきますが、65 歳以上の
総人口に占める割合（高齢化率）は平成
27(2015)年の 32.6％から令和 47(2065)年の
47.7％に増加し、少子高齢化が進行すると
推計されています。 

都市計画マスタープラン 
都市づくりの目標 解決すべき課題 

個性的な地域が連携した 
魅力と活力のある 

持続可能な都市の実現 

（課題１）都市拠点の維持 
（課題２）生活拠点の維持 
（課題３）便利な暮らしを実現する交通体系の整備 

自然・歴史・文化の保全・ 
活用による美しく環境と 

共生した都市の創造 

（課題４）用途地域内への居住誘導 
（課題５）市民の定住化促進 
（課題６）地域資源を活用した活力向上 

安全・安心で快適に住み 
働き続けられる都市の形成 

（課題７）安全安心な都市の形成 
（課題８）救急・医療体制の充実 
（課題９）誰もが抵抗なく移動できる環境整備 

 

「恵那市都市計画マスタープ
ラン」で示される「都市づくり
の目標」と現在の都市構造とを
照らして、今後の目標達成に向
けた解決すべき課題を抽出し、
都市づくりの目標ごとに整理を
行いました。 

施策分野 施策項目 
災害 

リスクの 
回避 

災害リスク 
の低減 主体 

実施時期の目標 
短期 

（5 年） 
中期 

（10 年）
長期 

（20 年） ソフト ハード 
ⅱ 
住宅・都市・ 
土地利用 

民間建築物の耐震化  ● ● 市    
市街地整備   ● 市    
公園整備  ● ● 市    

ⅲ 
保健医療・福祉 

医療・介護人材の育成  ●  市    
福祉施設の防災対策   ● 市    

ⅳ 
産業 

観光施設等の耐震化・老朽化対策   ● 市    
埋設ガス管の耐震化   ● 市    
ため池の防災対策  ● ● 市    

ⅴ 
国土保全・交通 

危険住宅の移転 ●   市    
緊急輸送道路の確保   ● 市    
橋梁の耐震補強・長寿命化   ● 市    
急傾斜地・がけ崩れ対策  ● ● 市    

ⅶ 
リスク 
コミュニ 
ケーション 
 

外国人への情報伝達  ●  市・市民    
高齢者等要配慮者への情報伝達  ●  市・市民    
防災教育・普及啓発  ●  市・市民    
避難行動の啓発  ●  市・市民    
地域と連携した広報体制  ●  市・市民    
避難訓練の推進  ●  市・市民    
平常時からの啓発活動  ●  市・市民    

ⅷ 
老朽化対策 

上下水道施設の耐震化・老朽化対策   ● 市    
応急危険度判定体制の整備  ●  市    
耐震改修促進計画に基づく取組の推進   ● 市    

 ※実施時期の目標（    ：計画    ：実施    ：継続） 
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恵那市の人口集中地区
（DID）の面積は、昭和
60(1985)年から令和
2(2020)年までの 35 年間
で約 1.3 倍に拡大してい
る一方で、人口密度につ
いては、この 35 年間で
47.0 人/ha から 28.6 人
/ha に低下しています。 

人口集中地区の面積及び人口密度の推移 

防災指針は、居住や都市機能の誘導を図る上で必要となる都市の防災に関する機能の確保を図るための指針
であり、当該指針に基づく具体的な取組と併せて立地適正化計画に定めるものです。 
(1) 防災上の課題 

以下のとおり地区ごとの防災上の課題を整理しました。 

(2) 具体的な取組み 
防災指針は防災に係る計画である「恵那市国土強靭化地域計画」や「恵那市地域防災計画」と整合を図りな

がら、居住や都市機能の誘導に向け、都市の防災機能の確保を図るという役割を担います。 
取組方針をもとにした具体的な取組の内容は以下のとおりです。 
 



 

 

５． 立地適正化計画の基本的な方針 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

６． 都市機能・居住を誘導する区域と誘導施設 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

７． 誘導施策 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

８． 計画の目標と評価 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

 
 

 

本計画の目標は、第２次恵那市総合計画で掲げる目標を踏まえて設定を行いました。 
本市の目標指標、基準値及び目標値は以下のとおりです。 
 

目標 指標 基準値（年度） 
目標値 

（R11(2029)年度） 

居住誘導区域内の 
人口密度の維持 

居住誘導区域内の人口密度 19 人/ha（R2） 人/ha 

移住制度を利用して移住した人数 136 人（R6） 150 人 
公共交通の 
利用促進 

リニア基盤整備計画事業推進率 15.1％（R6） 53.1％ 
公共交通機関の年間利用者数 500,472 人（R5） 540,000 人 

防災意識の向上 
避難場所を知っている市民の割合 86.0％（R6） 88.0％ 
住宅用火災報知器の設置率 69.1％（R6） 73.1% 

商業振興 
恵那市商工振興補助金（空き店舗有効活
用促進事業）の適用件数 ７件（R6） 

（R8～R11 述べ件数） 

30 件 
財政の運営状況 財政力指数   

 
問い合わせ先：恵那市 建設部 都市整備課  TEL：0573-26-2111 

〒509-7292 岐阜県恵那市長島町正家一丁目 1 番地 1 

本市が取り組む区域内での誘導施策としては、安心安全な住宅地開発を促進するための「住宅団地開発支援事
業奨励金」、「民間分譲住宅地開発支援事業補助金」、「移住定住推進事業」、「恵那市商工振興補助金」、「住宅用火
災警報器取り付けサービス」があげられます。 

これらの支援内容については以下のとおりです。 
 

区分 施策 中心拠点 地区拠点 

【都市機能誘導区域】 
都市機能を維持・誘導 
するための施策 

1-1 空き店舗・空き家有効活用促進事業 ● ● 

1-2 事業拡大支援事業 ● ● 

1-3 届出制度の運用 ● ● 

【居住誘導区域】 
居住を誘導するための施策 

2-1 住宅団地開発支援事業奨励金 ● ● 

2-2 民間分譲住宅地開発支援事業補助金 ● ● 

2-3 移住定住推進事業 ● ● 

2-4 届出制度の運用 ● ● 

2-5 都市計画道路の整備 ● ● 

2-6 用途地域等の見直し ●  

2-7 土地区画整理事業の支援 ● ● 

公共交通の利便性向上 
のための施策 

3-1 地域全体の総合的な公共交通ネットワーク 
の形成 ● ● 

3-2 バスによる通学利用促進 ● ● 

3-3 地域によるバス運営の展開  ● 

3-4 当地域に適した MaaS の実現 ● ● 

今後検討が必要な施策 

4-1 公共施設の集約・適正配置 ● ● 
4-2 都市計画区域外における都市機能・ 

居住の集約  ● 

4-3 誘導施設の立地助成 ● ● 

4-4 市街地再開発事業の検討 ● ● 

4-5 市営住宅の利活用 ● ● 

4-6 空家解体補助事業の拡充 ● ● 

4-7 地区計画制度等の運用 ● ● 

4-8 都市計画道路の見直し ● ● 

まちづくりの方針（ターゲット） 

「活力があり、便利で、誰もが安全に安心して暮らせるまちづくり」 

「まちづくり方針」を実現するための施策 
 

「居住誘導区域」及び「都市機能誘導区域」による都市機能の誘導 
「活力、暮らしやすさ、安全・安心」を充実させる施策の実施 
段階的なリノベーションによる都市機能の誘導 
拠点間を結ぶ交通ネットワークの構築 

都市機能誘導区域の検討 居住誘導区域 
人口減少の中にあっても一定のエリアに

おいて人口密度を維持することにより、生
活サービスやコミュニティが持続的に確保
されるよう、居住を誘導すべき区域です。 

都市機能誘導区域 
医療施設、福祉施設、商業施設その他の

都市の居住者の共同の福祉又は利便のため
に必要な施設であって、都市機能の増進に
著しく寄与するもの（都市機能増進施設）
の立地を誘導すべき区域です。 

居住誘導区域と都市機能誘導区域 

居住誘導区域準備区域 
大井町野尻・野畑地区や長島町永田地区等 
用途地域周辺地区は、現時点で用途地域の 
指定はありませんが、今後も一定の人口の集積が予測さ

れ、洪水に対する危険性も低いことから、「居住誘導準備区
域」とし、将来的に居住誘導区域への編入を検討する区域
として位置付けます。 

居住誘導準備区域 

長島町永田地区等 
用途地域周辺地区 

大井町野尻・野畑
地区 

中心拠点と地区拠点 

地区拠点 

中心拠点と地区拠点 
JR 恵那駅周辺を中心拠点とし、各地域の拠点となる地区拠点を

設定します。 
地域拠点は、都市機能誘導区域や居住誘導区域には指定しませ

んが、中心拠点と地区拠点をネットワークで結ぶことで、生活利
便性の向上や市民生活の質の向上を図ります。 

中心拠点 


